
国際経済を協議する経済協力開発
機構（OECD）が設立される

1950 1960 1970

ODA 70年の歩み
2024年は、日本がコロンボ・プランと呼ばれる国際機関
に加盟し、政府開発援助（ODA）を開始してから70年
の節目にあたります。戦後賠償として始まった日本の
ODAは、時代や国際社会の変化とともに少しずつその
役割を変えてきました。これまでODAが果たしてきた
役割を世界の動きと併せて振り返ります。
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1954年

1952年

日本は、戦後国際社会の枠組みに復
帰し、1954年10月6日に「コロンボ・
プラン」に加盟したことから日本の政
府開発援助（ODA）が始まりました。
コロンボ・プランとは、1950年に提唱
された、アジア太平洋地域の国々の
経済や社会の発展を支援する協力機
構のことで、第二次世界大戦後に最
も早く組織された、開発途上国援助
のための国際機関です。日本もその
正式加盟国の一員として、1954年に
研修員の受け入れや専門家の派遣な
どの技術協力を開始しています。

1961年

開発途上地域への海外経済協力を促
進するため、1961年3月、有償資金
協力（円借款および海外投融資）の実
施機関として海外経済協力基金
（OECF）が設立されました。

1958年

戦後処理として賠償の形で始まった
日本政府の資金協力に円借款が加わ
り、最初の供与先としてインドに電力
設備や船舶などを対象とした円借款
を供与しました。

02

03
有償資金協力の実施機関
「OECF」が設立される

初めての政府資金協力
（円借款）を実施

1962年

開発途上国の経済的社会的発展に貢
献するため、研修生の受け入れや専
門家を派遣するための実施機関とし
て海外技術協力事業団（OTCA）が設
立されました。

04
技術協力を実施する
「海外技術協力事業団」が設立

日本は世界銀行から戦後復興に
必要な資金の借り入れを開始

1964年
日本が原加盟国以外かつ
非欧米諸国として初めて
OECDに加盟

1956年
日本は80番目の加盟国として
国際連合に加盟し、国際社会に復帰

1961年

1950年
開発途上国援助のための国際
機関「コロンボ・プラン」発足

1963年

戦後の日本の政策による主に中南米
への移住者に対して、移住先国での
定着と生活の安定を図るための支援
を行うことを目的とし、海外移住事業
団が設立されました。

01

05

「コロンボ・プラン」に加盟し
日本がODAを開始

海外移住事業団が設立され
中南米などへの移住者を支援
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ODAを3年間で倍増する
第一次中期目標が
発表される

第一次石油危機が発生、
日本は早期に危機を脱し
ODAを量的拡大 東西冷戦が終結し新たな世界秩序へ、

気候変動や紛争などが課題に

日本のODAが初めて米国を抜いて
世界第1位に

サンフランシスコ平和条約
などに基づく日本の
戦後賠償支払い完了

1980

08

1965年 1974年 1979年

海外技術協力事業団に日本青年海外
協力隊事務局が設立され、日本青年
海外協力隊の派遣業務が開始されま
した。1965年にはラオス、カンボジア、
マレーシア、フィリピンへ計40人の隊
員が派遣されました。

国際協力事業団（JICA）は、日本の国
際協力の中でも特に関連する業務を
一元的に実施するため、海外技術協
力事業団および海外移住事業団を統
合し、さらに財団法人海外貿易開発
協会の一部を加えて、1974年8月に
設立されました。JICAは2003年10
月には特殊法人から独立行政法人国
際協力機構（JICA）に移行し、緒方貞
子氏を理事長に迎え「人間の安全保
障」「現場主義」「効果・効率と迅速性」
を三本柱に組織・事業改革に取り組み
ました。

1978年にカンボジア内戦の際に日本
から医療チームを派遣したことが始ま
りとなり、1987年に「国際緊急援助隊
の派遣に関する法律」が公布・施行さ
れました。

1978年

1973年

1989年
イラクのクウェート侵攻が
湾岸戦争に発展

世界銀行からの借入金を完済

1990年

フィリピンに出発する12人の青年海外協力隊員1期生

1976年

06 07 08
初の日本青年海外協力隊を
ラオスなどに派遣

国際協力事業団が設立され
日本の国際協力が拡大

カンボジア内戦を機に
国際緊急援助隊が発足

1992年

1989年に日本のODA実績は米国を
抜き世界第1位となりました。こうしたな
かで日本の方針を世界に示するため、
1992年にODA大綱が制定されました。

09
日本の国際協力の方針を示す
「ODA大綱」を制定

07 09

1992年
日本の国際協力の方針を示す
「ODA大綱」が制定される

1990
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2000

2004年
インドネシア・スマトラ島沖
大規模地震および
インド洋津波が発生

ODA 70年の歩み

1995年

1999年

日本は国際通貨基金（IMF）を中心と
する国際的支援の中で最大の二国間
支援を実施。国際協力銀行（JBIC）は
150億ドルの資金支援を行いました。

阪神・淡路大震災が発生、
日本の防災の知見を世界へ

1999年 2004年 2008年

1999年10月に海外経済協力基金
（OECF）と日本輸出入銀行（JEXIM）
が統合され、国際協力銀行（JBIC）が
誕生しました。

スリランカ、モルディブ、インドネシ
ア、タイの4カ国に救助、医療、専門
家、自衛隊部隊の国際緊急援助隊
（JDR）を派遣。JICAとJBICは協働
して緊急対応から復旧復興支援まで
切れ目のない支援を行いました。

2008年10月、新JICAは、国際協力
銀行（JBIC）の海外経済協力業務（旧
OECF業務）と外務省から無償資金
協力業務の一部を承継し、ODAの３
つの手法である「技術協力」「有償資
金協力」「無償資金協力」を一元的に
実施する総合的な実施機関として発
足しました。新JICAは、その発足に
あたって「すべての人が恩恵を受け
る、ダイナミックな開発（Inclusive 

and Dynamic Development）」を新
しいビジョンとして掲げました。

10

11

12 13

1997年
アジア通貨危機が発生、
東南アジア諸国へ
300億ドルを資金支援

2001年
アメリカ同時多発テロ、
アフガニスタン・イラクへの
復興支援強化

2003年
「ODA大綱」改定、
人間の安全保障や
平和構築がキーワードに

2000年
「ミレニアム開発目標
（MDGs）」が策定される

10 12 13

11
97年のアジア通貨危機で
150億ドルの資金を支援

国際協力銀行の誕生により
日本の海外経済協力を一元化

スマトラ沖大地震・インド洋
津波でJDRを派遣

日本のODAを一元的に
実施する新JICAが発足

スマトラ沖地震発生時のタイでの捜索・救助活動
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2010

持続可能な開発のための
2030アジェンダ採択、SDGs策定

「ODA大綱」が改定され
「開発協力大綱」が策定される

2015年

2022年
ロシアによる
ウクライナ侵略で人道危機、
世界経済に打撃

2024年
能登半島地震が発生、
JICAも被災自治体へ
職員などを派遣

2020年
新型コロナウイルス感染症が
拡大、世界中で猛威を振るう

トルコで地震が発生、
イスラエル・パレスチナ
武装勢力間で衝突

開発協力大綱が改定され
「人間の安全保障」が
指導理念に

2023年

2011年
東日本大震災が発生

2020

15 1714

2011年

約260の国・地域から支援物資や義
援金などが届けられました。JICAは
被災者支援のボランティア活動や
NGO活動への協力などを行いました。

2020年

新型コロナウイルス感染症などへの対
応を強靱化し、人々の生活の基盤とな
る健康を守る体制づくりを推進するた
め、JICAは2020年「JICA世界保健
医療イニシアティブ」を始動しました。

2023年

トルコの地震では発生直後の国際緊
急援助隊の派遣、また、復旧・復興支
援などを実施。パレスチナ・ガザの人
道支援も行っています。

14 16 18

サステナビリティ推進に関する中長期
的な目標と取り組みの方向性を示す
方針を公表しました。

2023年
「JICAサステナビリティ方針」
公表

19

ウクライナへの支援として財政支援の
ほか、発電機や復旧・復興のための建
設機械の供与、地雷や不発弾の除去
にかかる協力などを行っています。

2022年
ロシアによるウクライナ侵略、
JICAは復旧・復興支援を強化

17

東日本大震災が発生し、世界
から日本に多くの支援が届く

2012年

海外投融資再開後初のインフラ事業
案件としてベトナム向け融資契約を締
結。2014年には中小企業の海外展開
を支援するなど、民間企業との連携を
拡大しました。

15
海外投融資を再開し民間企
業との連携を促進

新型コロナウイルス感染症
への対応を強化

トルコの地震やパレスチナ・
ガザの人道危機に対応

16 18

19
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